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令和 8年度高山市当初予算の概要

１． 予算のポイント

（1）基本的な考え方

～人を育み 未来につなぐ～

第九次総合計画（Ｒ７年度～Ｒ１６年度）の２年目となる令和８年度当初予算案は、計画

の基本理念である「人を育み 未来につなぐ」の考え方に基づき、今後を見据えるとともに、

有形無形の飛騨高山の強みをより伸ばすことで、できることを着実に実施、広げ、積み重ね

ることにより、全体の底上げを図れるような予算編成といたしました。

また、第九次総合計画の着実な推進を図り、飛騨高山に暮らす人、訪れる人などすべての

人が、日々の暮らしや活動などの様々な場面で「しあわせ」を実感し、充実した毎日を過ご

すことができるまちの実現に向け、実行可能なものから予算化しました。

（２）目玉政策

～こども・子育てを全力応援！～

令和８年度から小・中・義務教育学校給食費の保護者負担の無償化や不妊治療に係る交通

費を助成することで経済的負担の軽減を図ります。

また、つどいの広場（屋内型の遊び場）への複合遊具等の整備を計画的に実施することや、

ＳＮＳを活用した子育て世代向けの情報発信を行い、将来を担うこどもを安心して産み、育

てやすい環境づくりに向けて全力で取り組みます。

～介護人材の確保を全力応援！～

人材不足が深刻な介護分野に対して、介護職に再就職・転職する方への就職準備金の支給、

外国人材を雇用する介護事業所に対する助成、ケアプランの作成状況に応じた介護支援専門

員の処遇改善への支援を行い、いつまでも安心して暮らせるまちであり続けるため、介護人

材の確保・支援に向けて全力で取り組みます。

（３）主な内容

①一般会計当初予算額は、６0７億円（特別会計・企業会計合わせ9０８億円）

・対前年度比+2億円（過去最大となったＲ6年度予算額（617億円）に次ぐ 2番目の規模）

・必要な財源は、国や県の支出金、基金等の活用により確保
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②第九次総合計画の重点戦略としてスタートする主な取り組み

ア．こどもが健やかに育つための支援、若者が活躍できる環境づくり

５歳児健診・事後指導の拡充、小児インフルエンザ予防接種費助成事業の対象年齢

拡充、中・高校生に対する公共交通利用支援、１９歳高校生への医療費無償化、地域

クラブ活動に対する助成・バス運行の拡充、学校給食センター整備事業、ＣｏＩＵの

学生に対する支援を実施します。

イ．地域活動や産業、福祉など様々な分野における人への投資

地域支援員（仮称）による地域での困りごとへの支援、成年後見支援センターの支援体

制の拡充、重層的支援体制整備事業による支援、伝統的工芸品の海外販路拡大への支援、

都市圏若手人材交流イベントの開催、企業ＤＸ伴走支援事業を実施します。

ウ．人づくりを支える環境整備

新火葬場の整備、新資源化施設整備基本構想の策定、信飛トレイル事業、飛騨街道なぎさ

整備事業、公園施設長寿命化整備事業、まちなみ周遊歩行空間の整備、体育施設の暑

さ対策を実施します。

２． 全体概要

（1）予算総額（歳出ベース）
（単位：千円）

 令和８年度の全会計の予算総額（歳出ベース）は、９０８億円で、前年度比４億円の減

（０．４％の減）となっています。

 一般会計では、高山駅西地区複合・多機能施設整備事業、街路松之木千島線（松之木～

江名子工区）整備事業及び野球場整備事業などを実施する一方で、新ごみ処理施設整備

事業、丹生川中学校屋内運動場長寿命化改修事業などが完了したことにより、前年度と

同水準の予算となっています。

 特別会計では、国民健康保険事業（直営診療施設勘定）特別会計の旧高根診療所の解体

工事の完了、地方卸売市場事業特別会計の旧地方卸売市場解体工事の完了、学校給食費

無償化に伴う学校給食費特別会計の廃止が主な減額要因となっています。
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 企業会計では、水道事業会計の紫外線処理施設整備事業の完了、下水道事業会計の地方
債償還金減少が主な減額要因となっています。

 主な分野別の予算額は以下のとおりです。

※人件費などを除く。
※一般会計のほか、特別会計、企業会計を含む。
※予算総額に占める割合は、予算総額９08億円に対する割合。
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（2）予算規模の推移

（単位：百万円）

（百万円）
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3. 一般会計歳入

（単位：百万円）

 市税のうち市民税は、個人市民税が賃上げや景況が穏やかに回復していることにより、

５４.３億円（前年度比３.１億円の増）、固定資産税は、大型ホテルや商業施設の新築

等により、７５.４億円（前年度比１.８億円の増）、入湯税は、３.２億円（前年度比

０.４億円の増）、宿泊税は、４億円（前年度比２億円の増）、全体で１５５.６億円

（前年度比７.５億円の増）の歳入を計上しています。

 地方交付税のうち普通交付税は、地方財政計画に基づく算定により、１1６億円（前年

度比６億円の増）、特別交付税は、前年実績に基づく算定により１２億円（前年同額）

を見込み、全体で１２８億円（前年度比６億円の増）の歳入を計上しています。

また、地方特例交付金は、暫定税率(地方揮発油譲与税)および環境性能割の廃止に伴

う減収分の補填等により１.６億円（前年度比０．８億円の増）の歳入を計上していま

す。

 国庫支出金・県支出金は、街路整備や体育施設整備、脱炭素先行地域づくり、社会福祉、

保健衛生などの事業に対する補助金など全体で１４１.８億円の歳入を計上しています。

 繰入金は、財政調整基金から 21億円、減債基金から 3．７億円、夢・まちづくり基金から３．５億

円、ふるさと納税（寄附金）を原資とする飛騨高山ふるさと基金から１5．2 億円、公共施設整備

基金から12．5億円、都市計画事業基金から11．４億円などで、全体で71.6億円の歳入を計

上しています。

なお、財政調整基金からの赤字繰入（歳入歳出差額の赤字分に対する繰入）は 16億円（前年

度比８億円の減）となりました。

 市債は、公共施設整備の財源として、地方交付税の措置が有利な過疎対策事業債などを 8.9

億円計上しています。
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４． 一般会計歳出

（1）目的別経費

（単位：百万円）

 総務費には、人事管理や庁舎管理のほか、市民活動、災害対策、ブランド戦略、国際交流、地域

公共交通、環境政策、税務、戸籍住民などに関する費用１18.6 億円（前年度比 15．５億円の

増）を計上しています。

 増額の主な要因は、高山駅西地区複合・多機能施設整備の設計委託料や脱炭素先行地域づく

り事業補助金などによるものです。

 令和 8年度は、中・高校生に対する公共交通利用支援、CoIU の学生に対する支援、災害時情

報収集システムの導入、防災情報テレフォンサービスの導入、宿泊税特別徴収事務交付金、内

部統制体制構築に向けた取り組みなどの新たな事業に取り組むほか、高山駅西地区複合・多

機能施設整備を実施します。

 民生費には、障がい者福祉、高齢者福祉、子育て支援などに関する費用１５8.6億円（前年度比

1．2億円の増）を計上しています。

 増額の主な要因は、障がい福祉サービス給付費、私立保育所への委託料などによるものです。

 令和8年度は、重層的支援体制による支援、成年後見支援センターの支援体制拡充、介護人材

の確保に向けた取り組み、ＳＮＳによる子育てに関する情報発信など新たな支援を実施します。

 衛生費には、健康推進、母子保健、地域医療、ごみ処理、火葬場、清掃、し尿処理に関する費用

46．2億円（前年度比 49．３億円の減）を計上しています。

 減額の主な要因は、新ごみ処理施設整備事業の完了などによるものです。



- 7 -

 令和8年度は、小児インフルエンザ予防接種費助成事業の対象年齢の拡大、妊婦へのRSウイ

ルスワクチンの定期接種化、不妊治療に係る交通費支援、スマートごみ箱の試行運用の実施、

産業廃棄物最終処分場計画への対策、新火葬場の整備、新資源化施設整備に向けた基本構

想の策定を実施します。

 農林水産業費には、農業振興、畜産振興、林業振興、農業土木に関する費用２5.3 億円（前年

度比２．７億円の減）を計上しています。

 減額の主な要因は、地方卸売市場事業特別会計繰出金（旧地方卸売市場解体）によるもので

す。

 令和8年度は、飛騨農業再生協議会による営農支援システム「アグリルック」の導入、農畜産物

PR事業、緊急銃猟に係る体制等の充実、広葉樹活用促進モデル事業を実施します。

 商工費には、商工振興、労政振興、観光振興、自然公園に関する費用３4．3 億円（前年度比1．

４億円の増）を計上しています。

 増額の主な要因は、観光施設の整備工事などによるものです。

 令和8年度は、伝統的工芸品の海外販路拡大への支援、道の駅飛騨街道なぎさリニューアル、

酒米価格高騰に伴う酒蔵支援、企業DX伴走支援事業、第10回「山の日」記念全国大会の開

催、信飛トレイル事業（負担金）を実施します。

 土木費には、道路橋りょうの維持修繕・新設改良、交通安全・除雪対策、都市計画、建築政策、

景観保全、公園、駐車場、市営住宅に関する費用 99.6 億円（前年度比 26．5 億円の増）を計

上しています。

 増額の主な要因は、街路松之木千島線及び西之一色花岡線整備事業や中部縦貫自動車道等

推進事業によるものです。

 令和8年度は、高山の景観にふさわしい看板設置に対する助成の拡充、都市公園等の長寿命

化整備事業、まちなみ周遊歩行空間の整備を実施します。

 消防費には、常備消防、消防団に関する費用 19．5 億円（前年度比5．７億円の減）を計上して

います。

 減額の主な要因は、消防施設整備事業（高機能消防指令システム等）によるものです。

 令和8年度は、マイナ救急（マイナ保険証を活用した救急業務）事業、消防車両１台の更新、高

機能消防指令システム等の更新（継続費Ｒ６～Ｒ８）、消防団装備の充実・強化を図ります。

 教育費には、小・中学校の運営・管理、社会教育、文化振興、文化財、生涯学習、保健体育に関

する費用 73億円（前年度比 16．6億円の増）を計上しています。

 増額の主な要因は、体育施設整備事業（野球場）、学校給食費無償化に伴い賄材料費等を一

般会計で予算化したことによるものです。

 令和 8年度は、学校施設への防犯カメラ設置、朝日・高根義務教育学校整備、地域クラブ等活

動に対する各種助成、歴史資料整理活用事業、松倉城跡保存活用計画の策定、体育施設の暑

さ対策、高山給食センター整備を実施します。
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（2）性質別経費

（単位：百万円）

 義務的経費は２１3 億円で、人事院勧告を踏まえた給与改定により人件費が増加する一方、児童

手当給付金の減少や生活保護給付費の医療扶助費の減少、これまでの市債借入の抑制による市

債残高の縮減により、扶助費及び公債費については減少しており、経費総額では０．６億円の増と

なっています。

 投資的経費は１20．8 億円で、新ごみ処理施設整備事業や丹生川中学校屋内運動場長寿命化改

修事業などの完了により、前年度比13．3 億円の減となっています。

 一般行政経費は２73．2億円で、前年度比１４．6億円の増となっており、このうち物件費においては

13.4 億円の増、補助費等は 5.2億円の増となっています。

 物件費は、ごみ埋立処理事業費の埋立処分地延命化事業委託料の増加、ごみ焼却処理事業費の

新ごみ焼却施設の本稼働による運転等委託の増加、包括的相談等支援事業費の地域包括支援

センター委託料の増加、人件費等の増加による指定管理委託料の増加が主な要因となっています。

 補助費等は、環境都市推進事業費の脱炭素先行地域づくり事業に対する助成、誘客プロモーショ

ン推進事業費の観光地域づくり推進事業に対する助成の増加が主な要因となっています。
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（3）節別経費

（単位：千円）
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 節別（支出予算の科目）からみたときの特徴的な増減要因は、以下によるものです。

◇人事院勧告を踏まえた給与改定による報酬、給料、共済費等の増（＋5．4億円）

◇学校給食費の無償化に伴い学校給食費特別会計から一般会計へ移行したことによる賄

材料費（需用費）の増（+5.0 億円）

◇資源リサイクルセンター第2次埋立処分地の延命化事業委託料の増（＋６．６億円）

◇新ごみ処理施設整備事業の完了による工事請負費の減（△57．9億円）

◇中部縦貫自動車道等推進事業の土地購入による公有財産購入費の増（+3．1 億円）

◇脱炭素先行地域づくり事業等に対する補助金の増（＋４．８億円）

◇児童手当給付金の減少による扶助費の減（△２．４億円）

◇街路西之一色花岡線整備事業による補償金の増（+４．２億円）

◇水道事業会計の紫外線処理施設整備事業（継続費Ｒ5～Ｒ7）の完了による出資金の減

（△０．６億円）

◇旧地方卸売市場の解体工事完了による地方卸売市場事業特別会計への繰出金の減

（△２．６億円）
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５． 特別会計・企業会計

（１）特別会計

（単位：千円）

 国民健康保険事業の事業勘定は、被保険者数の減少などにより、８３．1億円（前年度比０．6億

円の減）を計上しています。

 同事業の直営診療施設勘定は、旧高根診療所等の解体工事完了により、６．1 億円（前年度比

0．4億円の減）を計上しています。

 地方卸売市場事業は、旧地方卸売市場の解体工事完了により、0．8億円（前年度比2．6億円

の減）を計上しています。

 介護保険事業は、保険給付費の増加などにより、９9．7 億円（前年度比 2．2 億円の増）を計上

しています。

 観光施設事業は、あかんだな駐車場設備更新の減少などにより、１．4億円（前年度比5百万円

の減）を計上しています。

 後期高齢者医療事業は、被保険者数の増加に伴う県広域連合納付金の増加などにより、20．1

億円（前年度比 2．4 億円の増）を計上しています。

 学校給食費は、学校給食費無償化に伴い特別会計を廃止し、一般会計へ移行したことにより皆

減。
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（２）企業会計

（単位：千円）

 水道事業は、紫外線処理施設整備事業の完了などにより、支出額全体で３３．5 億円（前年度

比 0．４億円の減）を計上しています。

 下水道事業は、地方債償還金の減少などにより、支出額全体で５６．６億円（前年度比１．８億円

の減）を計上しています。
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６．基金、市債残高の状況

（単位：千円）

貯金

借金

（億円） 577 億円 553 億円

385 億円

475 億円
426 億円

351 億円 377 億円
341 億円



7.飛騨高山ふるさと基金繰入金

　令和７年１月から１２月までに全国の皆さまから寄附いただいた、ふるさと納税約３１．１億円のうち、ふるさと

納税に係る経費を差し引くなどした約１５．２億円を飛騨高山ふるさと基金に積み立て、令和8年度の下記事業

に充当する予定です。

・R7.1～R7.12寄附額 3,108,879千円

・R8年度基金繰入額 1,519,050千円

(単位：千円)

No 事業名 事業概要 充当額 担当課

1 表彰事務費
市制施行９０周年記念式典（記念映像の制作ほ
か）

       2,000 広報公聴課

2
若者等活動事務所管理事業
費

若者等活動事務所（村半）の運営        4,000 総合政策課

3
高山駅西地区まちづくり推進
事業費

高山駅西地区複合・多機能施設の整備      17,000 総合政策課

4 地域政策推進事業費 地域の課題解決に向けた活動に対する助成        3,000 地域政策課

5 市民活動支援事業費 若者及び高校生の主体的な活動に対する助成        2,000 協働推進課

6 災害対策基盤整備事業費 災害対応備蓄品等の購入      11,000 危機管理課

7 デジタル推進事業費 DXの推進      50,350 行政経営課

8 総合交通対策事業費 バス運行事業等        6,900 都市計画課

9
自然エネルギー普及促進事
業費

ペレットストーブ等の購入に対する助成        3,000 環境政策推進課

10 総合相談支援事業費 成年後見支援センターの支援体制の拡充        5,000 高年介護課

11 多機関連携推進事業費 重層的支援体制整備事業による支援        6,000 
福祉課

12 地域生活支援事業 障がいのある方への日常生活用具の給付        6,000 

13 買い物支援事業費 移動スーパーに対する助成        3,000 
高年介護課

14 介護人材確保事業 介護人材の確保に対する助成      12,000 

15 福祉医療給付費 子ども医療費の無償化    120,000 福祉課

16
こどもの居場所づくり推進事
業費

不登校児童生徒等を受け入れる「こどもの居場
所」の運営に対する助成ほか

       2,500 こども政策課
こども家庭センター

17 病児保育事業費 病児保育の運営委託事業        6,000 
こども政策課

18 公立保育園運営事業費 防犯カメラほか保育園へ導入する備品の購入        9,000 

19
感染症対策事業費

小児インフルエンザに対する助成      12,000 
健康推進課

20 妊婦に対するRSウイルスワクチンの定期接種化        9,000 

21 母子保健事業費
妊婦健診、不妊治療に係る交通費に対する助
成ほか

     81,000 
こども家庭センタ
ー

22 医療確保等支援事業費 地域周産期医学講座の運営ほか    131,000 医療政策課

23 生活環境保全事業費 産業廃棄物最終処分場計画への対応        6,000 ごみ処理場建設
推進課
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No 事業名 事業概要 充当額 担当課

24 火葬場建設事業費 新火葬場の整備    124,000 
火葬場建設推進
課

25 ごみ処理施設建設事業費 新資源化施設整備基本構想の策定      13,000 
ごみ処理場建設
推進課26 ごみ埋立処理事業費

資源リサイクルセンター第２次埋立処分地の延
命化

     10,200 

27 営農推進対策事業費
水稲病害虫共同防除、地域集積担い手に対す
る助成ほか

       7,000 

農務課

28
新規就農者等育成支援事業
費

農業後継者に対する助成ほか        5,000 

29
農業施設等整備費助成事業
費

小規模農家等の営農継続に対する助成      35,000 

30 スマート農業導入事業 ＩＣＴを活用した農業機械の導入に対する助成        2,000 

31 地産地消推進事業費
学校給食への県内産米、肉類、野菜等の利用
促進ほか

       2,000 

32 家畜人工授精事業費 肉用牛・乳用牛の人工授精事業      14,000 

畜産課

33 繁殖牛舎整備費助成事業費 繁殖牛舎等の整備に対する助成ほか      20,000 

34 家畜改良推進事業費 全国和牛能力共進会の畜産振興支援ほか        2,000 

35 牧場運営事業費 放牧場の運営      15,000 

36 優良飛騨牛固定推進事業 優良雌牛保留導入に対する助成ほか        3,000 

37 飛騨食肉センター助成事業費 飛騨食肉センターの畜場運営に対する助成ほか      31,700 

38 農業土木施設整備事業費 農業土木施設の整備      15,000 農務課

39
伝統的工芸品産業等振興事
業費

伝統的工芸品の海外販路拡大への支援ほか      29,000 商工振興課

40 中心市街地活性化事業費 飛騨高山にぎわい交流館「大政」の運営        5,000 雇用・産業創出課

41 商工関係団体支援事業費 酒米高騰に伴う酒蔵への支援      11,000 
商工振興課

42 事業承継支援事業費
事業承継関連制度融資等の借入に対する助成
ほか

       8,000 

43 若者定住促進事業費
３５歳未満の地元就職者に対する奨学金返済
助成ほか

     73,000 

雇用・産業創出課44
雇用促進事業費

都市圏若手人材交流イベントの開催        2,000 

45 企業DX推進に向けた伴走支援事業        6,000 

46
誘客プロモーション推進事業
費

観光地域づくりの推進に対する助成      63,000 

観光課47 観光施設運営事業費 観光施設の施設整備ほか      83,000 

48 飛騨民俗村再整備事業費 板倉屋根等修理      43,000 

49 自然公園等管理事業費 信飛トレイル事業負担金ほか      81,500 環境政策推進課

50 除雪対策事業費 除雪運行管理システムの導入      17,000 維持課

51 消防施設整備事業費 高機能消防指令システム等の更新      30,000 消防総務課

52 小学校教育機器整備事業費 １人１台タブレット・電子黒板の活用      75,000 学校教育課

53 小学校大規模改修事業費 朝日・高根義務教育学校の整備        5,000 教育総務課
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No 事業名 事業概要 充当額 担当課

54 中学校教育機器整備事業費 １人１台タブレット・電子黒板の活用      51,000 学校教育課

55 中学校部活動支援事業費 地域クラブ等の活動に対する助成ほか        7,000 学校教育課

56 歴史遺産等保存活用事業費 伝統構法耐震化マニュアルの改訂ほか        8,000 文化財課

57 体育施設管理事業費 体育施設の暑さ対策（ビッグファンの設置等）      13,000 
スポーツ推進課

58 体育施設整備事業費 野球場整備      17,500 

59 学校給食運営事業費 学校給食費無償化      45,400 

教育総務課
60 学校給食センター整備事業費 高山給食センター整備設計等委託ほか      16,000 

61 小学校管理事業費 学校施設への防犯カメラ設置        7,000 

62 中学校管理事業費 学校施設への防犯カメラ設置        5,000 

63 認定調査費（介護特会） 介護認定調査業務のデジタル化      11,000 高年介護課

合計 1,519,050
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８.宿泊税の充当（使途）について

　飛騨高山の観光の強みを、市のまちづくり全般に波及させ、住んでよし、訪れてよしの持続可能な地域づくりを

すすめるため、観光振興事業、環境保全事業、文化振興事業、危機管理事業、組織運営事業及び宿泊税賦課

徴収に係る経費に活用します。

・R8収入予算額　　　398,128千円（R8.3～R9.2課税分）
(単位：千円)

No 区分 事業名 事業概要 充当額 担当課 新規・拡充
参照ページ

1
観光振興事業

誘客プロモーション推
進事業費

多言語ウェブサイト運営、各種協議会
負担金ほか

27,000 観光課

2 観光推進事業費
ワンストップ医療相談窓口、各種協議
会負担金ほか

50,000 観光課

3

環境保全事業

生活環境保全事業費 スマートごみ箱の設置管理ほか 8,640 ごみ処理場
建設推進課

25 頁

4 自然公園管理事業費 五色ヶ原の森　横手滝吊り橋改修 28,000 環境政策課

5
臨時駐車場対策事業
費

車両流入抑制、交通誘導員 26,000 維持課

6 景観保全奨励事業費 高山の景観にふさわしい看板補助金 9,870 建築住宅課 46 頁

7 公園管理事業費 城山公園公衆トイレ改修、ベンチ製作 25,500 都市計画課 47 頁

8
文化振興事業

市内遺跡発掘調査事
業費

高山城跡の保存活用に向けた調査 1,100 文化財課

9
指定文化財保存修理
事業費

臥龍桜保護工事 1,300 文化財課

10 危機管理事業 災害対策事業費 防災意識啓発事業 400 危機管理課

11 組織運営事業
誘客プロモーション推
進事業費

観光地域づくり推進事業補助金
（TAKAYAMA STYLE、観光地域づ
くり組織の人件費ほか）

200,306 観光課 39 頁

12
徴収経費 賦課徴収事業費

宿泊税賦課徴収に係る経費（人件費） 7,012 税務課

13 特別徴収事務交付金 13,000 税務課 9 頁

合計 398,128 

9.入湯税の充当（使途）について

　飛騨高山を代表する観光資源である温泉地の保護と市民の生活環境との調和を図る観点から、鉱泉源の保護

管理施設及び環境衛生施設の整備、維持管理に活用します。

・R8収入予算額　　　317,705千円
(単位：千円)

No 区分 事業名 事業概要 充当額 担当課

1 鉱泉源の保護管
理施設の整備
（2/3充当）

観光推進事業費
鉱泉源保護管理施設の整備等に対す
る助成

191,300 観光課

2 観光施設運営事業費
市保養施設の整備等（ジョイフル朴の
木、桜香の湯、塩沢温泉七峰館、しぶき
の湯遊湯館）

21,100 観光課

3
環境衛生施設の
整備
（1/3充当）

ごみ焼却処理事業費
廃棄物焼却施設の管理・運営（機械
器具保守点検委託料等）

60,000 
ごみ処理場建
設推進課

4
下水道事業会計負担
金等（旧下水特会）

安定した下水道事業の経営（下水道
事業出資金）

19,455 下水道課

5
下水道事業会計負担
金等（旧農集特会）

安定した下水道事業の経営（下水道
事業出資金）

25,850 下水道課

合計 317,705 
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10.森林環境譲与税の使途

　森林環境税は、令和6年度から国内に住所を有する個人に対して賦課している国税であり、市町村において

個人住民税割と併せて１人年額１千円が課税されています。

　その税収は、全額が森林環境譲与税として都道府県及び市町村の一般財源として譲与されており、以下の

事業に活用します。

＜森林環境譲与税の使途＞

　①森林の整備に関する施策

　②森林の整備を担うべき人材育成及び確保に関する施策

　③森林の有する公益的機能に関する普及啓発に関する施策

　④木材の利用の促進に関する施策

　⑤その他の森林の整備の促進に関する施策

・R8収入予算額　　　272,000千円

（単位：千円）

No 事業名 事業概要
特定財源を除く森林環境

譲与税充当可能額

1
森林づくり交流推進事業費

木育・森林環境教育推進事業 20,200

2 都市部自治体森林連携事業 5,950

3 林道管理事業費 林道機能強化・維持管理事業 74,700

4 緑の保全事業費 循環型林業促進事業 26,300

5 林業担い手育成事業費 林業や木材産業等の担い手育成事業 4,448

6

100年先の森林づくり推進事業費

森林アドバイザー配置事業 30,760

7 森林情報管理システム整備事業 2,470

8 森林境界明確化推進事業 40,000

9 重点区域等森林整備推進事業 20,930

10 森林作業道維持修繕支援事業 16,000

11 天然更新、広葉樹の資源量調査事業 2,500

12 スマート林業推進事業 3,000

13

市産材利用推進事業費

市産広葉樹材利用推進事業 300

14 市産針葉樹材利用促進事業 25,000

15 未利用材運搬委託・助成事業 34,300

合　　計 306,858

272,000 ≦ 306,858

※森林環境譲与税の充当（使途）に関する事項については、決算時に公表します
　（決算を議会の認定に付した際は、その使途を公表するよう法令で規定）
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